
第二部 県民生活と県民経済の姿

第 章 県民の生活

第 節 人口

市町村別人口増減率の変化

平成 年から平成 年の間に県全体の人口は約 万 千人減少しており、

人口が増加している市町村は、三沢市、下田町、階上町、常盤村、六ヶ所村の

市 町 村のみとなっている。





自然動態・社会動態の推移

自然増減率については、減少を続け、現在マイナスに転じています。社会

増減率については、マイナス幅の縮小・拡大を繰り返し、現在拡大傾向にあ

ります。

自然増減数・出生数・死亡数の推移

出生数の大幅な減少及び死亡数の増加により、自然増減数は減少を続け、

現在マイナスに転じています。



市部・町村部別自然増減率の推移

自然増減率については、市部・町村部ともに低下傾向にあり、特に町村部

の落ち込みが著しい状況にあります。

合計特殊出生率の推移

合計特殊出生率については、少子化、晩婚化等により低下傾向にあります。



代、 代女性の未婚率の推移

代前半・後半及び 代前半・後半のいずれにおいても未婚率は上昇傾向

にあります。特に 代においては、上昇割合が高くなっています。

女性の初婚年齢と第 子出産年齢の推移

女性の初婚年齢及び第 子出産年齢のいずれも上昇傾向にあります。



核家族世帯における子どもの有無別世帯数の構成比

核家族世帯において、夫婦のみの世帯の割合の上昇に伴い、夫婦と子ども

から成る世帯の割合が低下傾向にあります。

世帯の類型・子どもの数別世帯数の構成比

核家族及びその他の世帯のいずれについても子どもが 名の世帯の割合が

上昇傾向にあります。



子どもの出生順位別の構成比

第 子の割合は上昇、第 子の割合は横ばい、第 子以上の割合は減少傾

向にあります。

年齢階層別死亡数の推移

全体の死亡数については、高齢化により増加しており、特に 歳以上の階

層で増加が著しい状況にあります。



年齢階層別死亡率の推移

高齢者層の死亡率は低下傾向にありますが、総人口に占める高齢者の割合

が増加していることから、全体の死亡率は微増しています。

年齢階層別人口の推移

総人口は減少傾向にありますが、 歳以上の高齢者層は増加傾向にありま

す。



県外転出、県内転入の推移

県外への転出者及び県内への転入者ともに減少傾向にあります。転出転入

の差については昭和 年 平成 年をピークに減少傾向にありましたが、現

在増加傾向に転じています。

一般世帯数、一般世帯の 世帯当たりの人員の推移

核家族化の影響等から世帯数は増加傾向にあるものの、 世帯当たりの人

員は減少傾向にあります。



世帯主の男女別、年齢階層別の単独世帯数

単独世帯については、増加傾向にあり、世帯主の年齢が 歳以上の階層で

増加しています。

核家族における世帯の類型別世帯数の推移

夫婦のみの世帯数が増加傾向にあり、反対に夫婦と子どもから成る世帯数

は減少傾向にあります。



第 節 所得、労働、消費

県民所得の推移

平成 年度の県民所得は、前年度と比べ ％減少し、 年連続減少して

います。近年の所得の推移をみると、雇用者報酬はほぼ横ばいですが、財

産所得、企業所得については減少傾向が続いています。

人当たり県民所得の推移

平成 年度の 人当たりの県民所得は、前年度と比べ ％減少していま

す。国民所得との水準は、平成 年度以降拡大傾向にあり、平成 年度は

と前年度に比べて ポイント格差が拡大しました。



人当たり可処分所得の推移と全国との水準

人当たり県民可処分所得と 人当たり国民可処分所得の最近の動きを

見ると、平成 年度以降縮小傾向でしたが、平成 年度は と前年度に比

べて ポイント格差が拡大しました。

現金給与総額と内訳の全国を とした賃金水準

事業所規模 人以上の事業所で働いている雇用者の 人平均現金給与総

額の全国を とした場合の賃金水準は、平成 年 と近年は縮小傾向で

すが、低い水準で推移しています。



高等学校卒業者の全国を とした初任給格差の推移

高等学校卒業者の初任給格差（全国を とした水準）をみると、男子では

過去 年間で から へ、女子では から と縮小傾向ですが、

男女ともに依然格差が開いています。

産業別労働時間の推移

事業規模 人以上の事業所で働いている雇用者の労働時間をみると、各

業種とも概ね昭和 年前後をピークに近年は減少傾向にあります。産業計

では、過去 年間で 時間の減少となっています。



消費物価指数の推移

本県の消費者物価指数（平成 年 ）は、過去 年間概ね全国と同様

に推移しており、水準はわずかながら上回る傾向にあります。

消費者生活相談件数の推移

県内の消費生活センターや市町村の窓口で取り扱った 苦情相談・問い

合わせ は過去 年間で 件から 件へと 倍に増えています。



第 節 保健・医療・福祉

年少人口割合、老齢人口割合の推移

年少人口割合については、低下傾向にあり、全国との格差は小さくなって

います。老齢人口割合については、全国を上回るペースで上昇しています。

平均寿命の推移

平均寿命については、男女とも上昇傾向にあり、特に女性については、全

国との格差は縮まってきています。



三大死因別死亡数の推移

悪性新生物（がん）の著しい増加により、三大死因別死亡数についても増

加傾向にあります。

悪性新生物（がん）部位別死亡率の推移

悪性新生物（がん）全体で増加傾向にありますが、特に気管、気管支及び

肺が高い伸び率にあります。



乳児・新生児死亡率の推移

乳児死亡率及び新生児死亡率については、低下傾向にあり、全国との格差

も減少傾向にあります。

保健医療圏別乳児死亡率の推移

乳児死亡率については、各医療圏とも概ね低下傾向にあります。



健康診査、がん検診受診率の推移

健康診査及びがん検診受診率については、上昇傾向にあり、特に基本健康

診査の上昇が著しく、 割を超えている状況にあります。

医師数、歯科医師数、薬剤師数の推移

医師数、歯科医師数及び薬剤師数については、増加傾向にありますが、全

国と比べて低い水準にあり、その格差は横ばい傾向にあります。



救急出場件数の推移

救急出場件数は、増加傾向にあり、特に急病による出動が増加しています。

急病による搬送人員のうち高齢者の占める割合

急病による搬送人員は、増加傾向にありますが、特に高齢者の占める割合

が増加しており、 割を超える状況にあります。



交通事故による搬送人員のうち高齢者の占める割合

交通事故による搬送人員のうち高齢者の占める割合は、上昇傾向にあり、

全体の約 割を占めています。

生活保護率、被保護人員、被保護世帯の推移

生活保護人員は減少傾向にありましたが、平成 年度から増加傾向に転じ

ており、それに伴い生活保護率も上昇傾向となっています。



被保護世帯類型別構成比の推移

高齢単身世帯の割合が急激に上昇しており、それ以外の世帯は低下傾向に

あります。

被保護世帯に占める母子世帯の割合と離婚率の推移

離婚率は、上昇傾向にありますが、母子世帯の割合は低下傾向にあります。



一人暮らし高齢者数の推移

一人暮らしの高齢者については、増加傾向にあり、平成 年の高齢者数は、

昭和 年と比較した場合、 倍程度となっています。

身体障害者数の推移

身体障害者数については、増加傾向にあります。重度比率も上昇傾向にあ

り、現在 割を超えている状況です。



知的障害者、児童の推移

知的障害者及び知的障害児童ともに増加傾向にありますが、特に知的障害

者の増加が著しい状況にあります。重度比率については、低下傾向にありま

す。

保育所児童数の構成比

保育所児童数に占める構成比については、 歳児童の占める割合が上

昇傾向にあります。



第 節 生活環境と安全

住宅に住む一般世帯と持ち家数、持ち家率の推移

本県における住宅に住む一般世帯のうち持ち家世帯の割合は、約 ％で推

移し、全国平均を約 ％上回っています。

戸当たり床面積及び 当たり工事費の推移

本県における居住専用木造住宅の 戸当たり床面積は、 年前と比較して

約 倍となり、 当たり工事費予定額は、約 倍になっています。



水道普及率の推移

本県の水道普及率は、昭和 年度には ％（全国平均 ％）でしたが、

現在では全国平均を上回り、平成 年度には ％（全国平均 ％）とほ

ぼ完備されつつあります。

下水道普及率の推移

本県の下水道普及率は、昭和 年度には ％でしたが、平成 年度には

％と整備が進んでいますが、全国平均に比べ約 ポイント低い状態で推

移しています。



ごみ排出量の推移

本県の一般廃棄物のうち、ごみ（収集、直接搬入、自家処理）排出の状況

をみると、総排出量は約 万トンで推移しています。各種類別にみると、不

燃ごみ、粗大ごみが減少する傾向にあります。また、その他のごみのうち近

年資源ごみが増加しています（平成 年度約 万 千トン）。

公害苦情件数の推移

平成 年度に、県及び市町村が受理した公害苦情件数は 件となって

おり、増加傾向にあります。平成 年度では、典型 公害のうちで最も多い

のが、大気汚染で 件、ついで、悪臭の 件となっています。



交通事故発生件数と死者数の推移

県内の交通事故発生件数は、 年前では 件台であったが、近年増加

傾向にあり、 件以上となっている。また、交通事故による死者のうち

高齢者の占める割合も ％を超え、増加する傾向にある。

運転、乗車中のシートベルト非着用者死亡状況の推移

シートベルト非着用死者の割合は、過去 年間で ％から ％と概ね

減少傾向にあります。



刑法犯認知、検挙件数と検挙率の推移

本県の刑法犯認知件数は、近年 万件台後半となっており、一時期減少が

みられた 年前と比較して増加する傾向にあります。一方、検挙率について

みると、全国、青森県ともに約 ％へと低下しています。

犯罪少年、触法少年等の推移

少年非行については、刑法犯少年として検挙・補導された少年は過去 年

間で約 人前後へと概ね減少傾向を示しています。



出火件数、出火率（人口 万対）の推移

本県の出火件数は、約 件台から約 件台へと概ね減少傾向を示してい

ます。また、出火率（人口 万人当たりの出火件数）は全国とほぼ同じになっ

ています。

火災による死傷者数等の推移

火災によるり災人員は減少しており、平成 年は過去 年間において最も

少なくなっています。



第 節 教育・学習

幼稚園児数・入園率の推移

幼稚園児数については、就学前児童の減少により、園児数は減少していま

すが、入園率は、横ばいで推移しています。

保育所児童数・入所率の推移

保育所児童数については、就学前児童の減少にもかかわらず、増加してお

り、入所率も、上昇しています。



小学校児童数・中学校生徒数の推移

小学校児童数及び中学校生徒数は、いずれも減少傾向にあります。

高等学校等進学率の推移

平成 年 月末の高等学校等進学率については、青森県平均が 、全

国平均が となっており、近年、全国と同じレベルとなっています。



長期欠席者の推移（小学校）

長期欠席者については、平成 年には 人にのぼりましたが、 年では

年と比較して 人減少し、 人となっています。

長期欠席者の推移（公立・中学校）

長期欠席者については、平成 年には 人となりましたが、 年では、

年と比較して 人減少し、 人となっています。



高等学校生徒数の推移

高等学校生徒数については、平成元年度をピークに減少傾向に転じており、

平成 年度では、ピーク時と比較しておよそ 人減少しています。

大学・短期大学・専修学校進学率の推移

大学及び専修学校の進学率については、上昇傾向にありますが、短期大学

の進学率については、わずかながら減少傾向がみられます。



大学等進学率の推移

大学等進学率については、男女とも上昇傾向にありますが、青森県平均と

全国平均では大きな格差がみられます。

留学生数の推移

留学生数については、増加傾向にありますが、平成 年と比較すると、

倍以上となっています。



県民カレッジ学生数の推移

県民カレッジ学生数については、増加傾向にあり、 年前の平成 年と比

較して約 倍となっています。



第 節 県民生活

出国者数と出国率の推移

県民の出国者数は 年前に比べ約 倍に増加していますが、出国率（総

人口に占める出国者の割合）をみると全国の約 分の となっています。

年齢階層別旅券発行件数と女性の割合の推移

旅券発行件数は、平成 年は 万 件で、前年に比べ 件（ ％）

増加し、 年ぶりに増加しました。また、旅券の発行数を男女別に見ると、

女性が ％となり、初めて過半数を超えました。



移動体通信の加入数の推移

携帯電話（自動車電話を含む）などの移動体通信については、携帯電話が

飛躍的に増加しており、ここ 年間で 倍の伸びを示しています。 人

台加入しているものと推定すると、県民の約 人に 人が加入していること

になります。



第 章 県民の経済

第 節 最近の我が国の経済動向

最近の世界経済の動向

世界経済は、 年に 不況による景気の世界同時減速を経験したもの

の、回復力の早かったアメリカを中心とし、概ね堅調に推移しています。

アジアでは、近隣諸国に大きな影響を与えている中国経済の動向が注目を

集めています。



最近の我が国の経済動向

主要経済指標の動向

バブル崩壊後、不良債権の処理等構造改革の進展が思わしくない中で我が

国経済は依然として低迷した状態を続けています。



鉱工業生産・在庫の推移

鉱工業生産・在庫については、景気循環の変動と伴った動きをしています。

マネーサプライ（ ）の推移

金融の量的指標であるマネーサプライ（ ）は、日銀の量的緩和

政策を実施しているものの、最近では頭打ち感が強まってきています。



と日本経済

経済成長が確保されるためには、技術革新と労働生産性の向上が図られる

ことが最も重要ですが、 化の進展は労働生産性の向上に関して、従来

の製造業をはじめとする現業部門への影響にとどまらず、サービス産業等

事務部門への影響も拡大しており、日本経済の拡大に大きく寄与していま

す。

その中で、我が国における 化は急速に進展しているものの、その普及

率からみると先進諸国に比べ未だ遅れた状態にあります。




